
6

Ⅰ
・ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

当社は、“環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる”ことを「企業理念」で掲げ、事業活動のあらゆる局面において
知恵と技術を駆使し、環境への影響を小さくするため組織的、体系的な「電源開発環境方針」を定め環境保全活動を
実行しています。

　会社は、事業活動に伴う環境への影響を最小限にとどめるため、確固とした環境管理システムを構築
し、社会との良好なコミュニケーションを図りながら、地球と地域の環境保全活動を積極的に展開するこ
とにより、世界と日本の持続可能な発展に貢献する。

わたしたちは人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献する
・誠実と誇りを、すべての企業活動の原点とする
・環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる
・利益を成長の源泉とし、その成果を社会と共に分かち合う
・自らをつねに磨き、知恵と技術のさきがけとなる
・豊かな個性と情熱をひとつにし、明日に挑戦する

2003年度分については P.7-8 参照

社長　　

（2000年6月制定）

●エネルギー利用効率の向上と原子力、再生可能・未利用エネルギー、新技術の開発を推進することにより地域
環境の保全を図るとともに、これら環境保全に関する先進技術の海外移転を通じて地球環境の保全に努める。

●あらゆる事業活動において、廃棄物発生の抑制、資源の再生・再利用に努め、循環型社会の構築に貢献する。
● 電力設備の建設と運用にあたって、環境保全のための諸対策を継続することにより環境負荷を抑制し、地域
環境との調和を図る。

基本方針 ［中長期的視野に立った環境問題に対する基本的な取り組み方針］

電源開発環境方針

企業理念

行動指針 ［毎年決定する具体的な取り組み課題（目標）を示す指針］

地球・地域環境の保全

●体系的、効率的な環境管理システムを構築・運用して環境保全に取り組む。
●事業活動に伴う環境負荷の把握を行い、環境保全のため設定した目標の達成に努める。

環境管理の充実

●事業活動に対する社会からの理解を得るため、環境保全への取り組み状況を公表する。
●地域社会の一員としての環境保全活動を通じて、社会とのコミュニケーションに努める。

社会とのコミュニケーション

Ⅰ．環境マネジメント
1．電源開発環境方針
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2003年度行動指針

1．地球･地域環境の保全
　地球環境保全への取り組み１

●

（2）CO2の吸収･固定、
回収･処分への取り組み

（3）京都メカニズムの
活用

　地域環境保全への取●●２ り組み

（2）循環資源の再生･
再利用

（3）有害化学物質の管理

（1）温室効果ガスの
排出抑制

（1）環境負荷の排出抑制

● 石炭火力発電所における高効率運転の維持
● 水力発電所機器更新時の発電効率向上
● 原子力発電所の新設
・大間原子力発電所の建設に向けた準備を着実に推進する

● 再生可能・未利用エネルギーの有効利用
・水力発電所、地熱発電所の安定運転と新規地点の開発を推進する  
・風力発電事業において安定運転と新規地点の開発を推進する   
・リサイクル発電事業において安定運転と新規地点の開発を推進する  
・海外バイオマス発電事業を推進する
・再生可能・未利用エネルギー等の開発コンサルティング事業を推進する

● 天然ガス系燃料の利用推進
・ガスコンバインドサイクル発電、コジェネ事業を推進する

● 省エネルギーの推進
・電力設備の効率的な運用管理を図り所内率の低減を推進する
・オフィスの省エネルギーを推進する
・省エネルギー事業の推進および省エネルギー関連商品の普及を促進する

● SF6･HFCの大気中への排出抑制
・SF6（六フッ化硫黄）についてガス絶縁機器からの排出を抑制する
・HFC（ハイドロフルオロカーボン）について空調機器からの排出を抑制する

● 技術研究開発の推進
・石炭ガス化燃料電池複合発電技術（IGFC）、固体酸化物形燃料電池技術（SOFC）の開発を推進する
・石炭ガス化複合発電（IGCC）実証試験を電力共同研究により推進する
・木質などのバイオマス系燃料利用技術の開発を推進する
・ジメチルエーテル利用燃料電池（PEFC）、新型二次電池、雪氷冷熱エネルギー導入試験等を推進する

● 海外植林事業の推進  
● CO2の吸収･固定、回収･処分技術の研究開発の推進

● 共同実施（JI）、クリーン開発メカニズム（CDM）および排出量取引案件の発掘･培養･実施

● 排出抑制の継続
・SOx、NOx、ばいじんの排出を抑制するために適切な燃焼管理および環境対策設備の適切な管理を実施する
・水質汚濁物質の排出を抑制するために排水処理設備の適切な管理を実施する
・騒音、振動、悪臭の発生を抑制するために発生機器の適切な管理を実施する
・土壌汚染を防止するために設備の適切な管理を実施する

● 循環資源の再生･再利用
・石炭灰、石こうの有効利用を促進する
・コンクリート塊等の建設副産物や金属クズ、流木等の有効利用を促進する  
・紙類、ビン、缶、プラスチック等の分別収集を徹底し再生・再利用を促進する  
・用水の循環使用、薬品、潤滑油等の使用量節減等を推進する   
・グリーン購入指針に基づき環境負荷の少ない低公害車（低排出・低燃費）等の利用拡大を推進する

● 紙ごみ等の一般廃棄物の低減

● PRTR制度   
・PRTR法の対象となる化学物質について排出量と移動量の把握、管理および届出を行う

● ダイオキシン  
・廃棄物焼却炉の適切な管理を実施しダイオキシン法に基づく排ガス、焼却灰の調査および報告を行う
・ダイオキシン類前駆体連続測定モニターの普及を促進する

● PCB   
・廃棄物処理法およびPCB特別措置法に基づき適切に保管･管理する
・国の計画を踏まえた当社基本方針に沿って処理計画を策定する

2003年3月、取り組み実績の評価、環境関係の社会動向、社内外からの評価・意見を取り入れて、2002年度の行動

指針を見直すとともに直ちに公表しました。

全事業所においてそれぞれこの指針に則した行動計画を策定し鋭意取り組んでいます。

○ より高い定量目標の設定（石炭火力熱効率、クリーンエネルギー開発、環境負荷低減等）

○ 新事業分野の着実な推進と事業拡大（風力・リサイクル・バイオマスの各発電事業）

○ 環境ビジネス部門の基盤強化（技術開発推進、環境ビジネスの多角化）

○ 情報開示の推進（環境負荷データ範囲拡大、社会貢献活動等）

○ コミュニケーション情報の活用（各事業所長、環境レポート読者からの意見）

主
な
特
徴
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①石炭火力平均熱効率（発電端） ４０％以上
②本店ビル電灯電力使用量 極力低減（１９０万kWh以下）
③再生可能･未利用エネルギーの開発 ３２万kW以上
④SF6回収率 ９８％以上
⑤海外植林事業面積 ２,２００ha以上
⑥SOx排出原単位 ０．２５g/kWh以下
⑦NOx排出原単位 ０．５５g/kWh以下
⑧石炭灰の再資源化率 ６５％以上
⑨石こうの再資源化率 １００％
⑩流木の再資源化量 ５,０００m3以上
⑪再生紙購入率 １００％
⑫紙くず等の発生量 極力低減（本店ビル５０t以下）

（注１）数値目標は全社合計もしくは平均値です。（②と⑫を除く） （注２）③は自社単独および参画事業全体の最大出力の合計です。

（4）自然環境の保全への
配慮

（5）海外プロジェクトに
おける環境配慮

（6）技術研究開発の推進

2．環境管理の充実

（1）環境管理レベルの
向上

（2）環境管理システムの
効果的な運用

（3）環境管理コンサルサルティング
事業の推進

3．社会とのコミュニケーション

（1）環境情報の公表

（2）コミュニケーケーション
の活性化

（3）社会貢献活動の
推進

●● 環境対策技術の海外移転の推進
・火力発電の環境対策技術および水力発電の技術移転を推進する
・風力、太陽光、廃棄物発電、省エネ等の環境配慮型技術協力を推進する

●● 適切な環境配慮に基づく開発計画の策定と実施

●● 土壌･地下水質浄化、貯水池堆砂の掃砂技術、湖底土有効利用、廃プラスティック油化等の研究開発

●● 従業員の意識向上
・環境管理に関する教育、研修、訓練を計画的に実施する

●● J-POWERグループ環境管理推進協議会を通じたグループワイド環境管理の充実
・関係会社との環境管理体制を強化する

●● 環境会計
・コストおよび保全効果の把握手法の充実に努める
・環境効率評価を実施すべく準備を進める

●● 環境管理システムの継続的改善
・環境負荷の実態を把握するとともに環境保全のための目標を設定する
・法令、協定等を遵守し目標達成に取り組む
・環境監査を計画的に実施する
・環境監査の結果に基づき環境管理システムを見直し継続的な改善を行う

●● ISO関連コンサルティング事業の推進

●● 環境報告書の充実
●● 環境保全活動に関する広報
・新聞、経済誌、ホームページ等を通じた環境保全活動の広報を行う
・事業所、PR施設等への来客者に対する広報を行う

●● 環境関連行事等の活用
・環境をテーマとした行事を実施する
・事業所施設等を活用した取り組みを実施する

●● 社外とのコミュニケーションの多様化

●● 地域の環境保全活動への参加
・環境月間等に呼応し発電所周辺、ダム、道路、河川等の清掃活動、植樹祭に参加する
・市町村、地区主催の清掃、美化活動に参加する

●● 地域環境保全活動への主体的な取り組み

2003年度　定量目標

行動指針
定量目標

項　目 ２００３年度目標値

温室効果ガスの排出抑制

CO2の吸収･固定、回収･処分への取り組み
環境負荷の排出抑制

資源の再生･再利用等による廃棄物の低減

●● 計画･設計面における取り組み   
・事業が環境へ与える影響を評価し計画･設計段階から環境に与える影響を低減するよう努める

●● 建設工事における取り組み   
・自然との共生に向けた環境保全対策を実施する 
・特に地域の生態系への影響の軽減を図るとともに種の多様性の保全に努める

●● 貯水池･調整池の管理  
・貯水池･調整池の管理にあたっては河川の環境保全（堆砂、濁水、水質等）に配慮する

●● 森林の保全に向けた取り組み
・自社の特定保有林を水源林に位置付け保全に努める

（注３）「再生可能・未利用エネルギーの開発」と「海外植林事業面積」の目標値にはグループ会社分を含みます。



当社の各発電所で生み出した電気は全国各地域の電

力会社を通じて、皆さまのご家庭、工場、商店、病院などに届

けられています。

2．事業活動と環境（2002年度）
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年度におけるINPUT（投入）とOUTPUT（発生）は以下の通りです。

●卸電気事業

発電電力量

水力

石炭火力

地熱

流通事業
（変電・送電）

原子力

１０６.２億ｋＷｈ

４８６億ｋＷｈ

０.８億ｋＷｈ

計５９３億ｋＷｈ

建設準備中

皆さまのご家庭など

資源の再生・再利用

●国内電力（風力・廃棄物・バイオマス　他）
●海外電力・エネルギー投資（海外IPP事業　他）
●環境事業（投資・植林投資　他）
●資源関連（新燃料・ガス・石炭　他）
●エンジニアリング（国内外コンサルティング　他）　等

各地域の電力会社

卸 売

INPUT 事業活動 OUTPUT

石炭火力発電所
　燃料
　　石炭
　　重油
　　軽油

水
　工業用水

主な資材
　石灰石
　アンモニア

薬品類（100％換算）
　ヒドラジン（Ｎ2H4）
　塩酸（ＨＣｌ）
　硫酸（Ｈ2ＳＯ4）
　カセイソーダ（ＮａＯＨ）

水力発電所
発電用取水量
揚水電力量

地熱発電所
蒸気量

　　熱水量

事業所・オフィス内使用
　電力使用量
　ガソリン
　軽油
　天然ガス（自動車）
　コピー用紙
　衛生用紙

1,563万 t
4.8万kl
3.2万kl

732万m3

19万t
1.2万t

5.3t
740t
895t
5,500t

532億m3

22億kWh

81万t
397万t

1,781万kWh
438kl
217kl

450m3N
26百万枚
72千個

石炭火力発電所
大気への排出等
CO2
SOx
NOx
ばいじん　　　

排水
排水COD

水力発電所
発電後放流水量

地熱発電所
熱水量

産業廃棄物
石炭灰
石こう
燃えがら（石炭灰除く）
汚泥（石こう除く）
廃油　
廃酸
廃アルカリ
廃プラスチック
金属くず
ガラス・陶磁器くず
鉱さい
がれき類（建築廃材等）

　特別管理産業廃棄物

一般廃棄物
古紙
貝類等
ダム湖の流木

オフィスの電力使用と車輌用
燃料使用に伴うCO2排出量

石炭灰
石こう
燃えがら（石炭灰除く）
汚泥（石こう除く）
廃油　

廃プラスチック
金属くず
ガラス・陶磁器くず

がれき類（建築廃材等）
特別管理産業廃棄物

古紙
貝類等
ダム湖の流木

3,915万
1.0万
2.5万
0.9千
284万
11

532億

397万

49万
0万
0千
1.9千
200
54
170
710
0.2千
560
22
700
11

90
270
10千

8.3千

101万
33万
2.5千
0.3千
360

50
1.9千
10

100
4

140
20

15千

［有効利用率］
［  67％］
［100％］
［  99％］
［  13％］
［  64％］

［ 7％］
［  89％］
［ 2％］

［  13％］
［ 27％］

［  60％］
［ 7％］
［  59％］

t

t
t
t
t
t
t
t
t
t
t
t
t
t

t
t
m3

t-CO2

t
t
t
t
t

t
t
t

t
t

t
t
m3

t-CO2
t
t
t
m3

t

m3
所内電力量
および送電ロス
▲　３３億ｋＷｈ

省エネルギー
省資源活動

石炭火力発電所では石炭、その他にも補

助燃料として重油・軽油を使用する他、工業

用水や薬品類を使用しています。

石炭火力発電所の代表的なOUTPUT

はCO2、SOx、NOxなどの大気への排出です。

その他、廃棄物については極力再利

用に努めました。

販売電力量 ５４４億ｋＷｈ

揚水発電電力量 １６億ｋＷｈ

合　計　　　５６０億ｋＷｈ

（注）水力発電所では河川水を使用しますが、発電後は全量そのまま河川に還元しています。
また、地熱発電所においては蒸気を使用しますが、熱水は発電後に還元井から地中に還元しています。

下記の事業活動に伴うINPUT・OUTPUTデータは含めていません。



当社の環境効率性の向上度合を試行的評価するため、主力事業である石炭火力発電を対象として1990年以降の

データを主なINPUTとOUTPUTとを営業実績（販売電力量および売り上げ金額）で割った数値を求めました。

なお、計算にあたっては、独立行政法人産業技術総合研究所のライフサイクルアセスメント（LCA）研究センターにご

指導を得ました。
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● INPUT／販売電力量

● OUTPUT／販売電力量
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石炭 石灰石、アンモニア ヒドラジン、塩酸、苛性ソーダ

CO2、SOx、NOx 石炭灰、石こう ばいじん

（t/百万kWh） （t/百万kWh） （ヒドラジン：100％kg/百万kWh、塩酸・苛性ソーダ：100％t/百万kWh）

（CO2：万t-CO2/百万kWh、SOx・NOx：t/百万kWh） （t/百万kWh）

石灰石
アンモニア

ヒドラジン
塩酸
苛性ソーダ

CO2
SOx
NOx

石炭灰
石こう

1990 2000 2001 2002

1990

0.089 0.086 0.086 0.086

0.37

0.26 0.24 0.21

0.972

0.574 0.564 0.555

2000 2001 2002 1990 2000 2001 2002
0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05
（t /百万kWh）

0.036

0.023 0.021 0.021

1990 2000 2001 2002
50

60

70

80

90

100

排水
（m3/百万kWh）

79.0

64.9
63.8 62.5

1990 2000 2001 2002

1990 2000 2001 20021990

357.7

342.7 342.6 343.9 
   

6.53

5.47
4.92

4.26

0.25 0.23 0.25 0.26

0.36

0.21 0.20

0.12

0.039 0.023 0.023 0.016

0.18
0.14

0.13

0.12

2000 2001 2002
100

150

200

250

300

工業用水
（m3/百万kWh）

1990

239.7 207.30

165.7 161.1

2000 2001 2002

45.1

37.5 37.1

33.2

11.5
8.5 8.5

7.3

3．環境効率性

偉大な地球の遺産－石炭

石炭は、古生代から新生代におよぶ多くの地層中

に埋蔵されています。3億年前、陸地をおおう森林は、

浅海、湖、沼地に堆積をくり返しました。そして、分解

作用や活発な火山活動による地圧と地熱の作用を受

け植物層は化学変化をおこし、やがて化石になってい

きました。

こうしてできたのが石炭層で、太古の昔に植物が

吸収した太陽エネルギーが閉じ込められているといえ

るのです。

 環境／販売電力量
この値が低くなるほどより少ない資源の投入または環境

負荷の排出で多くの電気を販売したことになります。

大部分の数値が1990年度に比べ改善されていること

がわかります。

プレアソール炭鉱
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● 販売電力料収入／INPUT

● 販売電力料収入／OUTPUT

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

0

10

20

30

40

50

0

100

200

300

400

500

0

25

50

75

100

125

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

石灰石、アンモニア

石炭灰、石こうCO2、ＳＯｘ、ＮＯｘ
（CO2：百万円/万t-CO2、ＳＯｘ・ＮＯｘ：百万円/t）

ヒドラジン、塩酸、苛性ソーダ石炭
（百万円/t） （百万円/t）

（百万円/t）

（ヒドラジン：百万円/100%kg、塩酸・苛性ソーダ：百万円/100%t）

ヒドラジン
塩酸
苛性ソーダ

CO2
SOx
NOx

石炭灰
石こう

石灰石
アンモニア

1990

105.74

81.99

94.89
85.49

25.71 27.76
33.41 35.17

9.68
12.33 14.51 13.27

0.2089 0.1889 0.2209 0.2219

0.817 0.832
0.958

1.015

2000 2001 2002 1990 2000 2001 2002

1990

26.42 33.14 41.61 63.64
53.78 49.64 62.35 61.06

238.6

314.7

361.6

453.7
0.0263

0.0207

0.0239
0.0214

2000 2001 2002
0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

工業用水
（百万円/m3）

1990

0.0393

0.0342

0.0494

0.0457

2000 2001 20021990 2000 2001 2002 1990 2000 2001 2002

37.74

31.02 33.34
28.67

1.442 1.295 1.664 1.727

ばいじん
（百万円/ t ）

1990 2000 2001 2002

263.24
312.51

382.06

356.68

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

排水
（百万円/m3）

1990 2000 2001 2002

0.119 0.109
0.128 0.118

 今後の課題
今回、石炭火力のみを対象として試算してみましたが、

こうした考え方や手法を発展させ、今後水力など他部門

についても、試行的に評価し、「環境会計」とともに当社の

環境効率性を示す環境経営の有効なツールとなるよう検

討を進めていきます。

 重み付けの取り扱い
環境効率性の評価には、オランダのエコインディケーター

などによる重み付け評価がありますが、今回は使用しません

でした。

当社の7つの石炭火力は、それぞれ最新の環境保全

対策技術を駆使しつつ、地域の求める環境負荷水準に

対応して建設運転されてきました。重み付け評価の信頼

性確保のためには、各々の環境負荷の地域性と、その時

代の環境保全水準の違いを適切に反映させる手法の開

発が必要と判断し、見送りました。

 売上高／環境
この値が高くなるほど、少ない資源の投入または環境

負荷排出で、多くの売上げをあげている事になります。

当社の発電所における販売電力料収入は、電力会社

に対する卸売り料金であり、それは「原価」の考え方で構

成されています。販売電力料収入は、石炭火力の個別

の発電所で見ると経過年数による減価償却の進行に従い、

1990年に比べ販売電力料収入の単価が低下しているこ

となどのために、データによっては、「環境効率性」が必ず

しも向上しないことになります。例えば、SOxやNOxなどの

場合は、最新の装置開発により環境効率が向上しましたが、

CO2の場合、既に当社のように熱効率が世界最高レベル

にあり、発電所内の設備によって、この低下要因を超える

経済合理性のある大幅な削減対策はできないためです。

したがって、当社は、現在試験運転中である燃料電池供

給用の石炭ガス製造技術（EAGLE）の実用化など技術

研究開発によって、さらなる環境効率向上をめざし続ける

ことが重要と考えています。
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300

400

500



当社においては、2000年度より環境会計の検討を開始し、一昨年発行の環境行動レポートで環境保全コストをはじめ

て公表し、その後「環境会計専門部会」の検討を踏まえて環境保全コストと効果などを構成要素とする「環境会計」を取

りまとめ、昨年度環境行動レポートで公表しました。

当社は、完全民営化が法律的に確定し、株式公開に向けた準備に入っており、また、現在進行している電力自由化と

いう大きな事業環境の変化に的確に対応しつつ、環境と経済との最適バランスを常に保ちながら、事業活動を展開して

いくため、環境会計を効果的・効率的な環境経営のツールの一つとして位置付けています。また、こうしたツールを充実さ

せ、公表を継続することにより、信頼性と透明性の向上をめざしていきます。

13

環境保全コストの年度比較

「減価償却費とその他コストの内訳」と
「電気事業営業費用における環境保全コストの割合」

環境保全コストの部門別内訳 環境保全コストの分類別内訳

4．環境会計

火力
89％

水力
3％

公害防止
62％

地球環境保全
4％

資源循環
18％

管理活動
3％

研究開発
3％

社会活動
6％

国際事業
2％

その他
2％

研究開発
3％

国際事業
2％

その他
3％

（％）

2000 2001 2002

減価償却費
その他

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

215.3 361.1 221.8

203.9

226.2

241.8

0

2

4

6

8

10

12

14

10.9

13.5 11.0

（億円） （億kWh）

2000 2001 2002

409.2

22.3
72.8
83.0

289.3

72.1
46.3
11.5

287.3

80.7
74.8

20.8

489.0 504.0
544.0

資源循環
その他

販売電力量

（億円）

 2002年度環境会計の算定結果
当社の2002年度における環境保全コストおよび効果に

ついて、環境省の環境会計2002年版ガイドラインを参考

としながら、当社事業の特性を踏まえて算定しました。

　

（1）環境保全コスト

・2002年度の費用額は、約464億円であり、昨年度

に比べて124億円減少しました。

・部門別では、火力部門が全体の89%を占め、また、

分類別では、大気汚染防止、水質汚濁防止などの「公

害防止」が全体の62%を占めており、いずれの割合

も前年度と同じ傾向となっています。

（2）環境保全効果 

環境汚染等の未然防止および現在の負荷の水準

を持続させ、また環境改善を図った効果とし、物量単

位で測定しました。なお、この効果は、当社行動指針に

おける定量目標の項目に加えて、当社の特徴を示す項

目を示しています。

（3）経済効果

環境保全対策を進めた結果、当社の収益または費

用の節減に貢献した取り組みとし、算定した結果、53

億円となりました。
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期　　間：2002年4月1日～2003年3月31日

公表様式：環境省の環境会計ガイドライン（2002年度版）を参考

対象範囲：全社費用額（減価償却費を含む）

・設備の運転・維持に伴う人件費・委託費・修繕費・薬品費、廃棄物のリサイクルおよび処理費用、研究開発、海外事業に伴う費用（委託費・

人件費等）等を中心にコストを算定

・ただし、水力発電所における地球環境保全コストやグリーン購入等の取り組みを示す「上・下流コスト」については、算定の範囲・方法に

課題があると判断し、今年度も算定より除外

● 算定要領

（単位：億円）

（単位：億円）

● 経済効果

● 環境保全コストと環境保全効果

公害防止

地球環境保全

資源循環

管理活動

社会活動

そ の 他

収　　益

費用節減

国際事業

研究開発

２８７.３

２０.８

８０.７

１５.２

１５.０

２５.３

１０.８

４６３.６

２.２

９.７

４１.１

５３.０

８.５

大気汚染防止（脱硫・脱硝、ばいじん処理）、水質汚濁防
止（排水処理）など

SOx排出量９,５１７t・原単位０.２０g/kWh
NOx排出量２５,２３２t・原単位０.５２g/kWh
ばいじん排出量９３８t

内部環境監査員研修受講２５２名（累計８４８名）
再生紙購入率９８%

海外コンサルティング事業実績１３件（累計２１２件）
海外研修生受入実績１９名（累計１,９８０名）

環境報告書５,０００部発行

CO2排出量３,９１５万t-CO2・原単位０.８６kg-CO2/kWh
石炭火力平均熱効率４０.３%
本店ビル電灯使用量対前年度比４.３万kWh削減
ＳＦ６回収率９９%・再生可能・未利用８,０６０kW
海外植林面積２,２００ha

石炭灰発生量１５１万t・有効利用率６７%
石こう発生量３３万t・有効利用率１００%
流木有効利用量１５,０００m３

本店一般廃棄物発生量４８.９t・対前年比２０%削減

資源の再生・再利用による廃棄物の低減対策、廃棄物の
処理・処分

環境負荷監視・測定、環境保全対策組織の人件費、環境
教育費用など

高効率発電、燃料電池利用、CO2固定・回収、石炭灰・石
こう有効利用など

緑化、環境広告、環境美化、環境関連団体への加入、環
境行動レポート作成など

海外における環境保全対策技術協力事業

石炭灰、石こう、硫酸の有価物売却

石炭火力熱効率向上（USC導入）による燃料費の節減

石炭灰、石こう、硫酸のリサイクルによる処分費用の節減

汚染負荷量賦課金など

合　計

合　計

温室効果ガスの排出抑制対策（石炭火力高効率運転の
維持、再生可能・未利用エネルギーの開発、省エネルギー
型設備管理費、CO2以外の温室効果ガス排出抑制）、
CO2の吸収・固定への取り組み（海外植林事業）

分　類 主な対策・取り組みの内容 金　額

分　類 内　容 金　額

環境保全効果

 今後の取り組み
本レポートでは、長年の環境保全対策によって、電力の

安定供給を図りつつ、環境影響を極力抑制し、企業価値

を高めてきたことをできるだけ定量的・網羅的に報告する

ことに努めていますが、これらの全てをコストと効果で表す

には、算定方法の精度をさらに高めることが必要と考えて

います。

また昨年度は、大部分の事業所を対象に環境会計の

意義と当社の取り組みについて「環境管理説明会」を通

じて理解活動を進めてきましたが、今年度はその活動を

連結子会社にも広げていく計画です。
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5．環境マネジメント組織と取り組み

本 店 事業所（支店・火力発電所・建設所など）

経営企画部

委　員

常務会

社　長

総務部

PCB処理検討部会

環境会計専門部会

J-POWERグループ環境管理推進協議会

国際事業部

エンジニアリング事業部ンン

技術開発センター

水力流通事業部

火力事業部

原子力事業部

若松総合事業所

沖縄海水揚水実証試験所

茅ヶ崎研究所・若松研究所

支店・建設所・工事所

火力発電所・地熱発電所・若松火力センター

大間原子力建設準備事務所

新事業部

環境行動推進会議

PLAN

CHECK

PLAN

CHECK

ACTION ACTION

議　長：火力事業部担当常務取締役

副議長：経営企画部担当取締役

事務局：火力事業部環境グループ

環境行動推進会議のテーマ
・環境方針の策定・見直し
・環境保全活動の点検・見直し
・その他環境管理全般の審議・調整・報告

経営による

見直し

実行責任者による

見直し

環境方針見直し

（行動指針策定）
DO

EMSの運用

環境保全活動の実施

法規制や環境経営などの社会的動向

環境行動レポート読者などの社外からの意見

内部環境監査

環境負荷計測

環境方針・環境行動計画

（環境管理プログラム）

策定

見直し

報告書

（注2）

（注2）支店は、管轄する水力発電、送電、変電、情報通信、運転制御設備の保守・
運用等を担当しています。

当社では、環境マネジメント全般について審議・調整・

報告するため、常務会のもと担当常務を議長、担当取締

役を副議長とする「環境行動推進会議」を設置しています。

委員は電力設備の計画・建設・運用にかかわる事業部や

環境に関係の深い業務を遂行する部、事業部、センター

の長です。火力事業部環境グループは、本会議の事務

局をつとめるとともに、全社の環境コアとして業務を遂行し

ています。

また、当社は、環境管理の国際規格であるISO14001に

準拠した環境マネジメントシステム（Environmental  

Management Systems）を全事業所（注1）に導入し、環境保

全活動の継続的な改善に取り組んでいます。

事業所では、全社環境方針に基づき実行単位ごとに

環境行動計画を策定し、次に示すPDCAサイクルにより

EMSを運用しています。

（注1） 一部小人数機関を除く

当社が、企業理念に基づく環境保全活動を全社活動として行うにあたり、環境マネジメントシステムを用いた環境管理
の基本事項を定めることを目的として、2000年3月、「環境管理規程」を制定しました。
「環境管理規程」で定める環境管理の主体と機能は次の通りです。

全社マネジメント組織

当該事業所（支店、火力発電所、建設所など）の長

火力事業部長（社長の指名するもの）

部、センター、事業部の長

環境管理責任者と内部環境監査員を配置

「環境行動推進会議」を設置

事業所の環境管理の実行を支援

実行

推進

支援

主　体 機　能
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発電設備建設の他、新たな事業分野で、環境への配慮をプロジェクトの計画･設計段階から実施す
るため、EMSを導入･運用。２００１年２月にISO１４００１の認証を取得。

計画･設計

ＥＭＳ取り組み課題フォローアップ、PCB処理検討状況

環境方針策定に向けた今後の進め方
水源林保全策検討状況、J-POWERグループ環境管理協議会設置

環境経営ビジョン策定に向けた進め方、環境方針の見直し
環境行動レポート充実方針、PCB処理基本方針、水源林保全の進め方

建 設 工 事

保守･運用

そ の 他

合　計　２２事業所

水質汚濁、騒音･振動防止、建設副産物の有効利用など、環境アセスメントなどを通じて計画された
対策を確実に実施するためEMSを導入･運用。奥只見･大島増設建設所では１９９９年９月にISO１４０
０１の認証を取得（建設機関では日本初）。

省エネルギー･省資源への取り組みも重要との認識のもと、本店ビルを対象とするEMSを導入。

環境情報ネット

環境法令、環境保全協定などを遵守し、環境負荷の低減に向けた取り組みを実施していくためEMS
を導入･運用。１９９８年に松浦火力発電所から導入を開始し、２００１年度末に導入を完了。松浦火力発
電所では、１９９９年６月にISO１４００１の認証を取得。
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事業所名区　分 概　　要

審議件数会議開催日 主な内容

メディア タイトル 情報の内容

電子掲示板

イントラネット

環境法令・規制・データ情報

環境管理・行事情報

自然・環境・動植物の広場

環境情報ネット

・法規制等の改正・施行など

エンジニアリング事業部※

奥只見･大島増設建設所※
大間原子力建設準備事務所
大間幹線立地所・中四幹線工事所
佐久間東幹線建替工事所

各火力発電所（磯子・高砂・竹原・橘湾・
松島・松浦※・石川石炭）
各支店（北海道・東日本・中部・西日本）
鬼首地熱発電所

茅ヶ崎研究センター
若松総合事業所（若松研究所・若松火
力センター含む）
沖縄海水揚水実証試験所

本　店

各事業所においては、計画･設計、建設、保守･運用に応じたEMSを構築・運用し、継続的な改善に努めています。

なお、電力設備の維持管理を行うグループ各社は、当社EMSの構成員として活動しています。

環境行動推進会議では、多くの案件を審議し、環境方針見直しやPCB処理基本方針など重要な案件を常務会に付議

しました。

当社では、全社で一人一台のパソコン配備が完了して

います。環境管理の充実およびグループ従業員の環境意

識高揚のため、電子掲示板、環境情報ネット、社誌「電源」

で情報を随時発信しており、従業員はだれでもいつでも閲

覧できるようになっています。

「見直し」年次報告および環境行動計画、支店EMS統合
環境関連行事の取り組み方針、関係会社の環境管理体制強化の基本的な考え方

※はISO認証取得事業所

環境会計の導入、環境行動レポート発行内容、グリーン物品利用拡大

８件

６件

６件

８件

５件

（計３３件）

第１回　２００２． ５．２９

第４回　２００２．１２．２０

第３回　２００２．１０． １

第２回　２００２． ７．１９

第５回　２００３． ２．２８

EMSの実行単位と概要

従業員に向けた環境情報の発信

２００２年度の主な審議内容

・社会動向

・社内の環境行事

・環境管理システムなど

・法規制全般

・環境管理システム全般

・環境教育・研修など

・従業員の自由な意見交換の場（自然や動植物の話題・

  環境管理システムなど）
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教育・研修

２００２年度　環境管理研修実績

内部環境監査員研修

種　別

環境経営全般

環境管理責任者研修

地球温暖化問題講演会

環境管理説明会

関係会社環境管理説明会

内部環境監査員研修

環境月間環境講演会

新入社員導入研修

環境管理責任者

環境管理責任者

本店社員

各支店、発電所の所員

各関係会社役員・社員

内部環境監査員

本店および関係会社社員

新入社員

１

１４

１

１４

９

１

４２

２

２４

２５２

７０

約３６０

約１７０

９０

　　約９９０人

２３

計

環境方針の周知、環境行動計画の作成

京都メカニズムの意義と当社の取り組み

社会動向と当社の取り組み

グループワイド取り組み強化

ISO１４００１要求事項、内部環境監査手法

環境問題の基礎と当社の取り組み

森と水と事業のかかわり

EMS運用

基礎研修

各テーマ

研修項目 対　象 回　数 人　数 主な内容

本店や事業所では、環境問題に対する認識を深め、自

らの責任感を醸成するため、環境に関する社内外の研

修を多数実施しています。

EMS内部環境監査員研修の累計受講者は848人とな

りました。また、本店では環境講演会を2回開催しました。

※グループ会社分を含む

J-POWER グループ環境管理推進協議会の発足

J-POWERグループ環境管理推進協議会組織図
第一回　グループ協議会

委　員 オブザーバー

電発産業（株（（ ）株株 総務部長

（株（（ ）株株 電発環境緑化センター 　総務部長

（株（（ ）株株 電発コール・テックアンドマリーン 総務部長

開発工事（株（（ ）株株 総務部長

電源開発（株（（ ）株株 総務部関連事業G

電源開発（株（（ ）株株 火力事業部企画・管理G

電源開発（株（（ ）株株 水力流通事業部企画・管理G

電発ホールディングカンパニー（株（（ ）株株

（株（（ ）株株 開発計算センター 　総務部長

開発電子技術（株（（ ）株株 総務部長

（株（（ ）株株 開発設計コンサルタント 　総務部長

EPDC海外炭（株（（ ）株株 総務部長

J-POWERグループ環境管理推進協議会

議　長：電源開発（株（（ ）株株
火力事業部環境担当部長

副議長：開発電気（株（（ ）株株
安全品質環境管理部長

事務局：電源開発（株（（ ）株株
火力事業部環境グループ

J-POWERグループは、環境管理充実のため2000年度

より「関係会社環境連絡会」を定期的に開催し、グループ

体制整備や従業員の意識向上などについて意見交換を

してきました。

2002年度は、グループ各社への支援のための説明会

等を9回、170人に対し実施するとともに、取り組み範囲の

拡大など推進体制強化のため「J-POWERグループ環境

管理推進協議会」を発足し、2003年3月に第1回協議会

を開催しました。

今後、グループ各社の環境管理体制整備とあわせグルー

プ全体での環境保全活動や教育研修を実施していきます。



・人身災害発生時、設備事故、建設工事事故の発生時
・地震、自然災害、火災・爆発、破壊行為の発生時
・社会的影響を及ぼす恐れのある事態の発生時（環境保全上対応すべき
事態の発生時を含む）

・その他の緊急事態発生時

・大気汚染緊急時発令の場合
・環境測定機器の異常により適切な監視測定が困難となった場合
・環境対策設備の異常により法的およびその他の要求事項が満たされな
い場合

発電所などでは、公害防止管理者など公的資格者を

適正に配置し環境保全の日常業務を円滑に行っています。

今後もこれを一層強化すること、従業員の知識・能力の向

上を図る観点からもさまざまな資格取得の指導と支援を

行っていきます。
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環境関連公的資格の取得状況

2002年12月4日、運転中の環境対策設備で発生。原因は、設備不
備（施工不完全）・保守不備（保守不完全）と推定され、恒久対策とし
て設備点検方法の改善、品質管理マニュアルの整備、運転員への教育の
実施等を行いました。

2002年6月25日、火災が発生。出火の原因は、復水器細管の切断
作業（プロパンによるガス溶断）において、チタン管が加熱されたこと
によるものであることを再現試験により確認し、対策として作業手順を
見直しました。

当社火力発電所における火災発生について

取得者数資　格

技術士　建設部門（建設環境）

公害防止管理者　主任管理者

公害防止管理者　大気（第1～4種）

公害防止管理者　水質（第1～4種）

公害防止管理者　騒音関係

公害防止管理者　振動関係

公害防止管理者　一般粉じん関係

公害防止管理者　特定粉じん関係

公害防止管理者　ダイオキシン類関係

特別管理産業廃棄物管理責任者

危険物取扱者　甲種

ボイラー技士　（特級・1級・2級）

ボイラー整備士

特定化学物質等作業主任者

毒物劇物取扱責任者（一般・特定）

有機溶剤作業主任者

衛生管理者　第1種・第2種

計量士　環境

作業環境測定士（第1・2種）

EMS審査員（審査員補）

内部環境監査員

６０

１,０８６

４

７５５

６

３４８

２８３

６

１３

１７

８４８

９

８

２１０

１３３

１０７

４１

３

１

９

２９３

取得者数資　格 取得者数資　格

産業廃棄物最終処分場技術管理者

廃棄物処理施設技術管理者

ビオトープ計画管理士（1級・2級）

ビオトープ施工管理士（1級・2級）

造園施工管理技士　1・2級

電気主任技術者　第1～3種

放射線取扱主任者　第1・2種

エネルギー管理士　電気

エネルギー管理士　熱

高圧ガス製造保安責任者（甲・乙・丙種）

５０

２２

１

１

３１

７８８

８８

１４３

２３３

４８０

日常管理および緊急時対応

社内総合防災訓練
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各事業所では、環境に影響を与える設備事故や地震・

台風などの自然災害に備え、防災設備を常備し定期的に

訓練を実施するなど体制を整備しています。

2002年度において、当社火力発電所で2件の火災が

発生しましたが、いずれも短時間に鎮火し、周辺環境へ

の影響はありませんでした。

なお、本件につきましては、社内の関係する事業所に

対して速やかに情報を水平展開しており、適切な対策実

施により、再発防止を図っています。

※複数の級・種別のある資格の取得者数は延べ人数を記載

緊急事態の想定

当社規定 火力発電所EMS

松浦火力発電所1号機 電気集じん器上部直流高圧電源装置部
（主要整流機器）火災事故

磯子火力発電所旧2号機解体工事に伴う復水器内火災事故

2002年12月には、四国徳島を中心とした大規模地震（南

海沖地震）発生の想定で、本店および橘湾火力発電所

をはじめ4機関が参加して総合防災訓練（初動対応・実働・

情報伝達）を行いました。これ以外にも、東海地震および

南関東直下型地震を想定した安否確認システムの訓練

を約800人の社員とその家族を対象に実施しました。
橘湾火力発電所で行われた消火訓練


